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武田信玄氏・三菱造船マリンエン

ジニアリングセンター船舶技術部

次長

村山英晶氏・東京大学大学院教授

渡邊健太郎氏・ジャパン マリンユ

ナイテッド設計本部 参与

司会：海事プレス副編集長・対馬

和弘

■「重要なのは実際に造れること」

　―　日本の海事産業における

技術開発の中核を担ってきたのは

総合重工系造船ですが、再編等も

経て産業構造が大きく変わってい

ます。海運会社が技術者採用を

増やしたり、舶用メーカーがイン

テグレーター的役割に踏み出すな

ど、技術の担い手も変わりつつあ

りますが、日本の開発体制をどう

見ていますか。

　安藤「海運会社が技術者の採用

を増やしているとはいえ、日本の

現場の強さを活かした品質の良い

船を造ろうと思ったら、全く数が

足りず造船所の技術者なしには成

立しない。海運会社が技術者を増

やしている背景は、事業分野の拡

大で技術者が必要な案件が増えて

いることと、代替燃料船などの複

雑な船舶や新しい商売を獲得する

うえで、顧客へのアーリーフェー

ズでの提案を補強するため社内の

技術者が必要になっているという

ことだと思う」

　渡邊「そこは造船所がなかなか

応えられていないという反省があ

る。例えば、最近は代替燃料や風

力推進装置のような新しいコンセ

プトを取り入れたら船はどうなる

かと海運会社から問い合わせをい

ただくことが多い。海運会社から

すると、荷主に持って行って話す

ためのたたき台となる簡単な絵

とスペックを欲しいということ

で、コンセプトで良いので１～

２週間くらいで方向性を出して

欲しいとの希望であっても、造

船所が対応しようとするとどう

も軽さがなく、時間がかかって

いる」

　安藤「荷主と海運会社のキャ

ッチボールの中に、造船所もも

っと早い段階で入りながらやっ

ても良いと思う。最近は海運会

社が発信する新しい船のコンセ

プトに注目が集まっているが、

そういう船を実際に設計、建造

し、ライフサイクルでどのよう

に成立させるかが実際には重要

なところだ。とはいえ、若い学

生には、造船所から新しいコン

セプトが出て来ないと見られて

しまうので、造船所もある程度は

コンセプトを発信して、そのうえ

で、大事なのはこういう船を実際

に造ることだし、造船が荷主や海

運会社の視点も取りまとめるプラ

ットフォームだということも発信し

てほしいと思う。その中で、欧州

がやったように、日本はここで勝

負していくという方向性を見つけ

て、自分たちでルールメーク側に

回りながら開発・建造も進めると

いう、そういう将来像をメッセー

ジとして出たらよいのではないか。

造船は地球温暖化対策にも貢献し

ていることを若い人たちに見える

ようにしてほしい」

　渡邊「コンセプトを考えたり、

実現性は別にしてまずは絵を描い

てみるというのは、造船所の通常

の設計とは異なる仕事なので、苦

手としているところでもある。しか

も、造り手として、技術的に成立

しない船を外部に出すのは恥ずか

しいという気持ちがあり、なかな

か造船所自身がコンセプトを描こ

うとしない。だが結果として、そ

■

ういうコンセプト作りをお客様で

ある海運会社の側に委ねてしまっ

ており、これは造船所にとって本

当にマイナスだ。こうしたコンセ

プトや構想を自分たちで描けなけ

れば、造船所は言われたとおりに

造るだけの存在になってしまう」

　安藤「今までのやり方が悪いと

いうことではなく、プラスアルファ

が必要になっていると思う。韓国

や中国は複雑なシステムは欧州の

インテグレーターに握られていて、

船体だけを造っているような状態

だが、彼らも次の世代には自分た

ち自身がインテグレーターになろ

うと必死で、コアなシステムで勝

負しようと頑張っている。これは、

日本にも同じことがいえると思う」

　武田「ただ、全ての造船所が、

最初から最後まで１つの企業で全

て出来る韓国大手のようなモデル

を目指そうとしても難しい。ＪＭ

Ｕは日本の中で建造規模を維持し

て技術も持ち、造船事業を展開す

る戦略をとっており、一方で当社

は設備は抑えながら豊富な技術者

座談会：日本の技術戦略を探る③

ＭＴＩ・安藤氏（左）と東大・村山氏

三菱造船・武田氏（左）とＪＭＵ・渡邊氏
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を生かして戦う戦略をとっており、

日本の造船所は会社によって方向

性にかなり差が出てきている。コ

アの部分を絞り、それをどのよう

に事業に結び付けるかを考えると、

それぞれが得意なところに特化し

て、ある程度は分業を行うという

ことだろう。事業を進めながら、

足りない部分は出て来たら他社と

連携する形になっていくと思う」

■「ステークホルダーに受け入れ

られる製品」

　村山「安藤さんが仰っていたよ

うに、現場が強いという点は、お

そらく造船所もこれまで良いやり

方をしてきたと思うし、その部分

を必ずしも変える必要もないのだ

ろう。一方、世の中が変わってい

くときに、おそらく造船所は一番

意識が変わりにくい遠いところに

いるのではないかという気がする。

世の中の変化は、まずは消費者な

どから意識が変わる。例えば自動

車メーカーは、消費者とダイレク

トにつながっているので、その意

識の変化を汲み取らなければ車が

売れなくなる。社会の変化への対

応が直接経営成績につながるの

で、自分たちの意識も変わらざる

を得ない。海運会社はこうした荷

主に近いところにいるので、自分

たちが変わらないと生き残れない

という意識が働き、組織や人事も

変える。だが造船所はさらにその

先なので、変化から遠い。例えば

デジタル人材を入れなければ仕事

が立ち行かなくなるという危機感

をひしひしと感じている会社が積

極的に採用を始めているところで、

造船会社も、そういう人たちを入

れなければと分かっているものの、

そこを変えたからと言って、すぐ

に仕事が増えるわけではないので、

なかなか切迫感を持てないのでは

ないか。世の中が変化していると

きは、中国や韓国のようにトップ

ダウンで進めるところの方が先に

進んでしまう」

　安藤「今の話は大事だと思う。

私が造船所に就職した頃に、世の

中では『ユニバーサルデザイン』

がキーワードになっており、ユー

ザーを意識した設計が工業製品で

重要と言われた時代だった。その

後に、iPhoneなどが出て来て、世

の中がユーザビリティを重視する

流れになっていった。ところが船

は、直接のユーザーである船乗り

のユーザビリティが最優先かと言

われるとそう簡単に割り切れない。

ＯＳＶのような船種の場合は、ユ

ーザーが誰で、その人たちのリク

エストが何かというのが比較的明

確かも分からないが、一般商船は

はっきりしない。船舶は、誰のた

めに設計するのかが非常に難しい

プロダクトだと思う。これまでは、

造船所がその点にこだわらずに船

を造っても成立していたが、今後

はそうではない。例えば、アンモ

ニア燃料などの次世代燃料船は、

安全なオペレーションには現場の

船乗りや荷主を含めたステークホ

ルダーが設計の意図を理解して合

意形成することが不可欠だ。造船

所がステークホルダーの合意形成

を取り付けることを意識せずに設

計を行うと、海運会社側がそうい

う能力を身に付けたり、エンジニ

アリング会社に依頼せざるを得な

くなる」

　渡邊「そうすると、造船所の役

割がなくなってしまう」

　村山「これまでは船主の引き合

いを受けて、船主の意向を聞いて

いれば成立したところがあったが、

今後は船主の向こうにいるオペレ

ーターと荷主がどんどん変わって

くる。そのさらに先にいる消費者

や社会情勢がどんどんと変化して

いくからだ。造船所はそこまで見

据えて技術を考えなければ、世の

中から置いて行かれる心配がある」

　武田「確かに、造船所が社内会

議で新製品や新技術を考えようと

して、まずステークホルダーをリ

ストアップしようとすると、船主

の名前しか挙がらなかったりする。

本来は荷主や金融機関など重要な

ステークホルダーが他にもたくさ

んおり、どういう製品やサービス

を提案すればこうしたステークホ

ルダー全体に受け入れられるのか

を考えなければいけない。そうで

なければ長続きしないし、他との

差はつけられない。ステークホル

ダーが全て納得できるような進め

方が求められている」

　安藤「今、欧州で流行している

『エコシステム』という考えは、ま

さにそういうやり方だと思う。例

えば新燃料の船を造ろうとなると、

海運会社や保険会社、銀行、造船

所、エンジンメーカー、船級協会

などが皆集まって、ふわっとした

構想から始まり、皆が専門性を持

ち寄ればこういうことができるとい

う絵を描く人がいて、国の予算が

ついて、最終的に皆がそれぞれ何

らかの役割を担いながら形にして

いく。最初のディスカッション段

階から参加しないと自分の役割が

ないので、いかに早い構想の段階

から入れるかが勝負になる。現在

のグリーン・コリドーの動きもそう

いう形で進んでいると思うし、荷

主や港湾などサプライチェーンに

関わるステークホルダーの連携が

ますます問われる方向になる。今

まで誰もやったことがないことを

実現しようとするには、溝を乗り

越えるためにそれぞれのプレーヤ

ーが自分の専門性を発揮して、過

去の技術の蓄積が無い部分につい

てはシミュレーションや実験や、

あるいは船員のシミュレータート

レーニングなども使って技術的な

裏付けを１つ１つ作って、船級な

どが承認するプロセスを入れてチ

ャレンジする、そうやって新しい

ことに皆で取り組むのがエコシス

テムのアプローチだと思う。日本

の海事クラスターというのはあく

までも既存の産業集積のことなの

で、新しいチャレンジに取り組む

エコシステムとは視点に大きな違

いがある」

（つづく）


